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講演で申し上げたいこと

• 正常性（現状維持）バイアスの克服

➢前例踏襲（「これまでもやってきたこと」）は新しい社会・経済環境に適応できない（持続可能ではない）

• 経済・社会の潮目が変わった

➢インフレ・「金利のある世界」へ⇒財政負担の増加

➢人口減少による慢性的な人手不足⇒事務・事業の執行が困難

• 新しい経済・社会環境への適応

➢対面サービスからデジタル化へ

➢前例踏襲からEBPMの活用へ

2職場の前例踏襲主義にヤキモキしたら | 自治体通信Online (jt-tsushin.jp)

https://www.jt-tsushin.jp/articles/research/mshimada_hatarakikata_05


日本経済・財政の現状と課題
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変わる潮目：デフレからインフレへ

• コロナ禍以降、経済はデフレ（物価の低迷）からイン
フレ（物価の上昇）へと転換

➢円安基調もあり、資源・エネルギー価格が高騰、国
内では人件費が上昇

• 経済はスタグフレーション？

✓需要ではなく、供給要因（コストプッシュ）による物価
上昇と景気の低迷

（財政への影響）

• インフレは国・自治体の税収を増やす一方、歳出に
も拡大圧力

➢資材価格の高騰により公共事業の実施も困難に

4出所：財政制度等審議会資料



参考：円安と輸入物価
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変わる潮目：金利のある世界へ

• デフレからインフレへ

➢異次元の金融緩和の目標（2%のインフ
レ率）は既に達成

➢国内外の金利差により外為市場では円
安が進行

• 日本銀行は金融政策を転換へ

＜2024年3月＞

✓長短金利操作（イールドカーブコント
ロール）を撤廃

✓マイナス金利の解除

⇒「金利のある世界」の到来へ
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参考：変わる「潮目」

• 財政政策が前提としてきた経済環境が変わりつつ
ある

これまでの前提

✓金融緩和による低金利 ⇒国債コスト（利払い費）
が抑制（「日本国債のパラドックス」）

✓デフレ経済による「カネ余り」⇒国内で安定的な国
債消化

状況の変化（現状は「維持」可能ではない）

✓諸外国の金融政策の変更・エネルギー価格の高
騰⇒円安・国内物価の上昇、金利の上昇圧力

➢財政規律が欠如（量ありきの財政出動と赤字国債
への依存）したままでは市場からの「攻撃」への反
撃能力に欠く

7出所：財政制度等審議会資料



出所：財政制度等審議会資料 8

国債の発行額（借り換えを
含む）は高い水準で推移



変わる潮目：経常収支の変化

• 経常収支黒字の構成が貿易収支から（インバウンド等）サービス収支・（配当・利子等）所得収支へ変化

➢海外に「モノ」を売って稼ぐ（輸出が牽引する）経済からの転換

⇒「成熟した債権国家」か「国際競争力」の低迷か？
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デジタル（ICT）分野
での競争力が低迷



我が国の現代的課題：低迷する成長率

• 2000年代以降、日本経済の中長期の成長力（潜在成長
率）は1％未満で低迷

✓アベノミクスの成長実現ケース（実質2%）には及ばない

（要因）

➢低い生産性（特に非製造業）

➢労働力の頭打ち

• 需要の喚起ではなく、供給力（生産性）を高める財政政
策が必要

✓新陳代謝・イノベーションの創出

• 続く生産人口の減少⇒高い成長率は今後も見込めない

内閣府 日本銀行
年度

1980年代 4.26 4.07
1990年代 1.91 2.01
2000年代 0.63 0.74
2020年代 0.59 0.54

平均

潜在成長率

注：1980年代の平均値は内閣府は1981年度以
降、日本銀行は1983年度以降
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参考：伸びない生産性
国際的にみても日本の「生産性」は

低い・・・⇒賃金の伸び悩み

出所：財政制度等審議会資料

非製造業の生産性（TFP）は低迷を

続けている
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我が国の現代的課題：出生率の低下

出生率、過去最低１．２０ ８年連続低下、東京は初
の１割れ―人口減少幅は最大・厚労省

• １人の女性が生涯に産む子どもの推計人数を示す
合計特殊出生率は１．２０で、２２年の１．２６を下回
り、過去最低を更新した。低下は８年連続。

• 年間出生数は８年連続減の７２万７２７７人で、同
様に過去最少を更新。出生数から死亡数を引いた
人口自然減は過去最大の８４万８６５９人で、少子
化と人口減少に歯止めがかからない現状が浮き彫
りになった。

時事通信2024年6月5日

出所：時事通信 13



参考：少子化は問題の原因ではなく結果

• 少子化は問題（経済力の低迷、社会
保障の持続可能性）の「原因」ではな
く、若年世代の雇用の不安定、所得
の低迷等の「結果」

社会保険・労働市場など若年世代が
直面する環境・制度の見直しが必要

✓参考：こども・子育て政策の強化につ
いて（令和5年3月31日） 「若い世代

が「人生のラッシュアワー」と言われ
る学びや就職・結婚・出産・子育てな
ど様々なライフイベントが重なる時期
において、現在の所得や将来の見通
しを持てるようにすること、すなわち
「若い世代の所得を増やす」ことが必
要である。」

若年世代の雇用不
安定・賃金の低迷

将来への不安長時間労働など厳
しい労働環境

子育ての経済的負担

少子化

経済（成長）力の低下 社会保障財政の悪化

問題の原因
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我が国の現代的課題：財政再建

• 政府は2025年度に国・地方を合わせた基礎的財政

収支（プライマリーバランス）の黒字化を目標として掲
げてきた

（基本方針2024）

• 財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの目標に取
り組むとともに、今後の金利のある世界において、国
際金融市場の動向にも留意しつつ、将来の経済・財
政・社会保障の持続可能性確保へとつながるようそ
の基調を確かなものとしていく。

• 経済あっての財政であり、現行の目標年度を含むこ
れらの目標により、状況に応じたマクロ経済政策の
選択肢が歪められてはならない

PBの黒字化と債務残高（対GDP比）の削減は経済の
動向しだい
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我が国の中長期的課題：人口減少と高齢化

• 総務省が、住民基本台帳に基づく今年1月1日
時点の人口を発表した。日本人の人口は1億
2242万3038人で、前年より80万523人減っ
た。・・・今の調査方法になった1973年以降、初

めて全都道府県で日本人の人口が減少し
た。・・・人口は2009年をピークに14年連続で
減少し、速度は加速している

朝日新聞2023年7月26日

（今後の見通し）

• 2070年には総人口が9千万人を割り込むとの
見込み

✓高齢化率（65歳以上人口の割合）は39％

出所：厚労省資料
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我が国の中長期的課題：労働人口の減少

• 人手不足の背景には、労働供給の停滞。15歳以上人

口が減少しているほか、コロナ後は労働参加率の伸び
が縮小したことで、労働力人口が頭打ちに。

（日本総研2023年6月27日）

✓ 労働参加率の上昇ペース鈍化は、コロナ前に女性や

高齢者の労働参加が相当程度進んだ結果、追加的な
労働供給余地が乏しくなってきていることが一因

• 「少子化・人口減少の進行は、経済活動における供給
（生産）及び需要（消 費）の縮小、社会保障機能の低下
をもたらし、さらには、多くの地域社会を 消滅の危機に

導くなど、経済社会を「縮小スパイラル」に突入させるこ
とに なるだろう。少子化は、まさに、国の存続そのもの
に関わる問題であると 言っても過言ではない。」 「全世
代型社会保障構築会議報告書」(令和４年12月16日）

出所：日本総研
日本経済は緩やかに回復 (jri.co.jp)
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https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchreport/pdf/14292.pdf


我が国の中長期的課題：増加する社会保険費

• 高齢化に伴い社会保障費（年金・医療・介護等）が
増加

• 他方、（社会保険料を支払う）支え手の労働者人
口は減少傾向

⇒社会保障を支えきれなくなる・・・

• 社会保障は持続可能ではない？あるいは勤労者
にとって重い負担

➢社会保障給付を抑制（自己負担の引き上げ、保険
の範囲の見直し）か消費税の引き上げか？

➢支え手を増やす？

✓外国人労働者の受け入れ

✓高齢者の就労促進

出所：内閣府
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参考：消費税を巡る誤解

• 「原因」と「結果」の混同

誤解＝消費税増税は景気後退の「原
因」・・・

実際＝消費税増税は社会保障費の
増加・財政悪化の「結果」

• 問われるのは高齢化社会においてど
のように社会保障給付等の財源を確
保する、給付等を抑えるか？

原因 結果

通念 消費税増税 景気後退

実際 社会保障費増・財政悪化 消費税増税
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出所：内閣府



課題への対応
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課題への対応：デジタル化

（デジタル行財政改革 取りまとめ２０２４）

• 我が国は現在、新たな時代環境に直面してい
る。生産年齢人口は約 7,400 万人（2022 年）
から 2050 年の推計では約 5,500 万人へと約 
1,900 万人の減 少が見込まれている。・・・地

域の人口密度の低下は公共サービス等の生
産性の 低下を招き、必要な公共サービス等の
提供が困難になることも想定される。 

• こうした状況下において、急激な人口減少社
会に対応するため、・・・デジタルを最大限に活
用して公共サ ービス等の維持・強化と地域経
済活性化を図り、社会変革を実現することが 
必要である。 これにより、一人ひとりの可能性
を引き出し、新たな価値と多様な選択肢 が生

まれる豊かな社会を目指すことが、デジタル行
財政改革の目的である。
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23出所：第一回デジタル行財政改革会議



24出所：総務省資料



参考：地方に欠いているもの・・・

「人口減少が著しい地方部では、行政サービスの確保に向けて、デジタル技術等を活用しな がら、市町

村間の広域連携や都道府県による小規模市町村の補完等の対応を進める必要がある。」（経済財政運
営と改革の基本方針 2021）

現状 課題

ヒト ・正規職員に加えて「会計年度任用職員」
（非正規雇用）で業務にあたる

✓ 学校教育を含めてフルセットのサービス
提供（＝仕事の丸抱え）

・専門知識（デジタル・民間との契約等）の
ある人材の欠如
・人口減少とともに職員の確保が困難

モノ ・学校・上下水道、道路等のインフラは整備 ・既存インフラの老朽化と更新投資
・（ソフトと合わせた）防災投資の必要性

カネ ・基礎的財政収支は黒字
・地方基金残高は増加傾向

・国から財政移転（交付税・補助金等）に
支えられた地方財政
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課題への対応：ＥＢＰＭの推進
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実態（＝エビデンス）に基づく政策
形成と見直し（ＰＤＣＡサイクル）

国交省資料



参考：基本方針2024
• 経済・財政一体改革においてワイズスペンディ
ングを徹底していくためには、政策立案段階か
らのＥＢＰＭの設計を行うことや、予算・データ・
人材・ノウハウの不足などＥＢＰＭ推進の阻害
要因を克服し、ＥＢＰＭを的確に取り組む動機
付けをすることが重要である。・・・・・、関係府
省庁が予算要求段階からエビデンス整備の方
針を策定し、ロジックモデルやＫＰＩの設定、
データ収集、事後的な検証によるプロセス管理
を進め、次年度の骨太方針策定前に進捗状況
を報告する

• 政府全体のＥＢＰＭの実効性強化の観点から、
データ連携・分析のための基盤整備やＥＢＰＭ
人材の育成・交流、研究機関・大学における政
策効果の把握・分析手法等の知見の蓄積・活
用を推進する。行政事業レビューシートのシス
テムを予算編成過程において活用し、全ての
予算事業におけるＥＢＰＭを推進する。 
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ＥＢＰＭの推進 平成30年３月６日 内閣官房行政改革推進本部事務局 29



参考：将来推計

出所；滋賀県税制懇談会 30



コミュニケーション＝エビデンスを使う

• EBPMは政策（政治）判断の一部

証拠はなくても、倫理的、政治的な理由で採用される政策もあり⇒結局は「総合判断」

説明責任としてのEBPM

➢エビデンス＝科学的根拠のない政策を行う根拠を政治家・官僚は住民・納税者に説明する責任あり

⇒「政治」（既得権益）へのけん制効果

• 政府（自治体）内部、国民とのコミュニケーションとしてのEBPMの活用

⇒財政を「自分事」に

特徴 EBPMの活用 例

内部マネジメント 政府（自治体）内部
での意思決定

エビデンスで政策と現
場を繋げる⇒改革へ
の現場の抵抗を回避

業務改革＝ICT化の効果（例：業務時

間の縮減）を説明して業務の見直し
に繋げる

外部マネジメント 国民・住民への説明
責任

負担増などへの理解を
求める

施設マネジメント＝公共施設の活用
状況、コストを公開して住民に再編成
等について説明
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